
　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

令和 2年度　事務事業評価シート [令和元年度事後評価]
整理番号 17

部　局　名 政策調整部 所 属 名 人権・男女共同参画課 所 属 長 森嵜　隆之

事務事業名 00634 人権啓発推進事業 記 入 者 小澤　孝輔

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

人権教育及び人権啓発の
推進に関する法律方針 01 子どもから高齢者までが輝いて、魅力あふれるまちを創ります

政策 04 つながりを大切にし、ともに支えあうまちにします

施策 02 人権の尊重と平和社会の実現
関連する
個別計画

視点 01 人権啓発の推進

重事 01 人権意識の高揚

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

一般会計 政策 評価対象事業 人権啓発推進事業費

事業の
概  要

本市では「人権の尊重と平和社会の実現」を基本施策の一つに位置づけ、人権啓発を実施し、人権問題に関する正しい理解
や認識を深めるための啓発活動を積極的に展開する。
　また、「大津市人権教育・啓発推進指針～人の和おおつ～」に沿って、総合計画との整合性を図る中で、人権教育・啓発
を推進する。

運 営 方 法

目　　的 差別や偏見のない社会をつくる

（何のために）

対　　象 市民、（事業により人権擁護委員や人権擁護推進員）

（何又は誰を）

手　　段 啓発紙の作成・発行、人権擁護委員・人権擁護推進員による人権相談の実施、人権啓発機関との連携、人権講演
会の開催、街頭啓発等

（どのようなやり方で）

成　　果 一人一人の人権に対する正しい理解と認識を深める。あらゆる人権問題をなくす。

（どのような状態にするのか）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度
備　　　考

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 4,649 5,491 4,260 3,901 4,107

人 件 費 Ｂ 12,900 15,146 15,320 14,724 14,724

事業費合計 Ａ＋Ｂ 17,549 20,637 19,580 18,625 18,831

事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県 551 498 486 442 649

0

起　債 0 0 0 0 0

20,139 19,094 18,183 18,182

その他 0 0 0 0

職　員　数　(人) 1.65 2.00 2.00 1.90 1.90

一般財源 16,998

職員数
の内訳

正　規 1.55 1.80 1.80 1.70

臨　時 0.10 0.20 0.20

1.70

嘱　託 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.20 0.20

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度

活
動
指
標

1

啓発紙の作成・配布回数
回

目標 3 3 3 3 3

実績 3 3 3 - -

自治会を通じて各戸配布。約１１６，０００部／１回

2

人権擁護関係者対象の研修会開催
回数 回

目標 4 4 4 4 4

実績 4 4 4 - -

人権擁護委員、人権擁護推進員等を対象とした研修

成
果
指
標

1

人権擁護関係者の研修会参加人数
人

目標 130 130 130 130 130

実績 127 115 165 - -

研修会の参加人数

2

目標

実績



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

□

■ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

■ 1.現状のまま継続 □ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

事業を取りまく
社会環境の状況

人権を尊重するまちづくりを目指し、人権啓発を推進しているが、全国的にＳＮＳ等を通じた誹謗中傷による人
権侵害が増加している。

これまでの見直し
や改善等の経過

平成２４年度から全市民対象の人権講演会を開催する等、市内全域に対し啓発事業を実施している。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 一人一人の人権が尊重される社会の実現のために、行政が主体的に実施する事業である。

Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 研修会の内容については、その時々のタイムリーな話題を提供し、一人一人の人権尊重の
機運が高まるように工夫する必要がある。Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 人権啓発活動については、行政が主体的に取組を進めており、周知や幅広い啓発を行うた
めには市民のボランティアの力が不可欠である。市民ボランティアと連携を図ることによ
り、最小の経費で最大の効果をあげるように努めている。

Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 啓発紙の発行等人権啓発活動や研修会を実施することにより、人権に対する理解と認識を
深めることができる。Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

方 向 性
「大津市人権教育・啓発推進指針～人の和おおつ～」に沿って、人権意識の普及・啓発を推進していく。また、人権擁
護委員・人権擁護推進員への研修機会の提供や、人権啓発紙「輝きびと」の定期的な発行など全市民を対象として今後
も引き続き継続的な人権啓発の機会を提供していく。

部 局 長
コメント

人権啓発については、行政が主体的に実施すべき取組であり、今後も市民ボランティア団体と連携を図り、着実に啓発
事業を進めていく必要がある。特に社会が多様化、複雑化する中、市民の人権課題に関する正しい理解や認識を深め、
丁寧な啓発活動に取り組んでいく。

区　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目　標
達成率

指標１ 97.69 88.46 126.92

指標２ - - -

成　果
増減率

指標１ - -9.44 +43.47

指標２ -

活動単位
コ ス ト

指標１ 5,849 6,879 6,526

指標２ - - -

成果単位
コ ス ト

指標１ 138 179 118

指標２ - - -

コスト増減率 - +29.86 -33.87



　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 ■ 民間委託 □ 出資団体委託 ■ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

令和 2年度　事務事業評価シート [令和元年度事後評価]
整理番号 391

部　局　名 教育委員会 所 属 名 生涯学習課 所 属 長 本郷　照彦

事務事業名 00831 人権・生涯学習推進事業 記 入 者 森田　敏恒

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

教育基本法、人権教育及
び人権啓発の推進に関す
る法律

方針 01 子どもから高齢者までが輝いて、魅力あふれるまちを創ります

政策 04 つながりを大切にし、ともに支えあうまちにします

施策 02 人権の尊重と平和社会の実現
関連する
個別計画

大津市教育振興基本計画
、大津市生涯学習推進基
本計画、

視点 01 人権啓発の推進

重事 02 人権学習の推進

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

一般会計 政策 評価対象事業 人権・生涯学習推進事業費

事業の
概  要

市民一人ひとりが、人権学習を生涯学習として捉え、互いの人権を尊重する心豊かな社会の確立に向けた自主的な活動を支
援するほか、様々な人権学習の機会を提供していく。また、市内の人権学習において、中心的な役割を果たしている地域の
「人権・生涯」学習推進協議会や大津市「人権・生涯」学習推進協議会連合会、「人権を守る大津市民の会」、「人権を考
える大津市民のつどい運営委員会」の団体の活動を支援するもの。

運 営 方 法

目　　的 市民一人ひとりの人権が尊重されるまちづくりを推進するため。

（何のために）

対　　象 全市民

（何又は誰を）

手　　段 各学区「人権・生涯」学習推進協議会を始めとする人権学習推進団体等に対する支援のほか、様々な人権学習の
機会を提供していく。

（どのようなやり方で）

成　　果 生涯を通じて、人権学習に取り組める環境の実現。

（どのような状態にするのか）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度
備　　　考

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 9,901 9,976 9,784 10,492 10,574

人 件 費 Ｂ 15,088 14,630 14,121 15,723 15,723

事業費合計 Ａ＋Ｂ 24,989 24,606 23,905 26,215 26,297

事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県 0 0 0 0 0

0

起　債 0 0 0 0 0

24,606 23,905 26,215 26,297

その他 0 0 0 0

職　員　数　(人) 1.84 2.09 1.81 1.97 1.97

一般財源 24,989

職員数
の内訳

正　規 1.84 1.69 1.66 1.85

臨　時 0.00 0.40 0.10

1.85

嘱　託 0.00 0.00 0.05 0.00 0.00

0.12 0.12

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度

活
動
指
標

1

人権を考える大津市民のつどい参
加者数 人

目標 6,850 6,850 6,850 3,425 5,000

実績 6,743 5,774 5,454 - -

延べ参加者数

2

人権作品応募総数
点

目標 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000

実績 31,379 30,911 30,683 - -

延べ応募総数

成
果
指
標

1

人権を考える大津市民のつどい満
足度 ％

目標 98 100 100 100 100

実績 98 98 98 - -

アンケート集計結果（「よかった」×１／有効回答数）

2

人権作品展満足度
％

目標 100 100 100 100 100

実績 95 96 100 - -

アンケート集計結果（「よかった」×１／有効回答数）



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

□ 1.現状のまま継続 ■ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 ■ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

事業を取りまく
社会環境の状況

虐待、インターネットによる人権侵害、ＬＧＢＴＱなど、社会情勢の変化により新たな人権課題が出現するなど
、正しい理解と認識を深める取組みが求められている。

これまでの見直し
や改善等の経過

団体との連携のあり方について、適宜見直しを実施しながら、方向性を模索している。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 各地域「人権・生涯」学習推進協議会等の団体が主体となり、その活動を行政が支援する
ことにより、地域に根ざした人権学習が展開されている。Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 人権を考える大津市民のつどいの参加者が例年５，０００人を上回り、人権学習が地域に
根ざし、市民の人権意識の高揚につながっている。Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 人権教育の実施は、地方公共団体の責務であり、各地域「人権・生涯」学習推進協議会等
が主体となって開催する学習会等を支援することで、地域の実情に応じた事業運営が図ら
れている。

Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 市民への人権学習の機会が提供され、多くの市民が「人権・生涯」学習に参加することで
「つながりを大切にし、共に支え合うまち」の実現に貢献している。Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

方 向 性
インターネットやＳＮＳによる人権侵害や様々な虐待など、社会情勢の変化により新たな人権課題が出現する一方で、
地方公共団体の責務として法律で定められている人権教育の実施については一定の成果が見られる。今後も市民と協働
して、より主体的に「人権・生涯」学習が推進され、市民一人ひとりの人権が尊重されるまちづくりに努める。

部 局 長
コメント

「人権を考える大津市民のつどい」の満足度が９８％、人権作品展の満足度が１００％であるなど、事業の成果があが
った一方で、つどい参加者数に減少傾向が見られる。引き続き、不断の取り組みを展開する中で、より主体的な人権・
生涯学習推進のあり方を検討していく。

区　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目　標
達成率

指標１ 100.00 98.00 98.00

指標２ 95.00 96.00 100.00

成　果
増減率

指標１ - ±0.00 ±0.00

指標２ - +1.05 +4.16

活動単位
コ ス ト

指標１ 3 4 4

指標２ 0 0 0

成果単位
コ ス ト

指標１ 254 251 243

指標２ 263 256 239

コスト増減率 - -1.93 -4.39



　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

令和 2年度　事務事業評価シート [令和元年度事後評価]
整理番号 21

部　局　名 総務部 所 属 名 総務課 所 属 長 堀口　善健

事務事業名 02119 平和啓発推進事業 記 入 者 谷村　僚亮

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

方針 01 子どもから高齢者までが輝いて、魅力あふれるまちを創ります

政策 04 つながりを大切にし、ともに支えあうまちにします

施策 02 人権の尊重と平和社会の実現
関連する
個別計画

大津市総合計画第１期実
行計画視点 02 平和意識の高揚

重事 01 平和啓発活動の推進

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

一般会計 政策 評価対象事業 平和啓発推進事業費

事業の
概  要

恒久平和はすべての市民が共有する願いであるため、継続した平和啓発活動の推進を図っていく。平和啓発活動として、平
和に関する事業（コンサート、戦争体験を聞く会）を実施している。

運 営 方 法

目　　的 恒久平和を願い、平和意識の高揚を図る。

（何のために）

対　　象 市民

（何又は誰を）

手　　段 平和に関する事業の実施

（どのようなやり方で）

成　　果 市民の平和事業への参加により平和意識の啓発につなげる。

（どのような状態にするのか）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度
備　　　考

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 467 416 412 444 444 平和啓発推進事業費分のみ計上

人 件 費 Ｂ 492 492 498 498 498

事業費合計 Ａ＋Ｂ 959 908 910 942 942

事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県 0 0 0 0 0

0

起　債 0 0 0 0 0

908 910 942 942

その他 0 0 0 0

職　員　数　(人) 0.06 0.06 0.06 0.06 0.06

一般財源 959

職員数
の内訳

正　規 0.06 0.06 0.06 0.06

臨　時 0.00 0.00 0.00

0.06

嘱　託 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.00 0.00

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度

活
動
指
標

1

平和啓発事業等開催回数
回

目標 3 3 2 2 2

実績 3 2 2 - -

イベント開催回数

2

目標

実績

成
果
指
標

1

平和に関する事業の来場者数
人

目標 500 650 800 1,000 1,000

実績 400 490 840 - -

イベント来場者数

2

目標

実績



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

□ 1.現状のまま継続 ■ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 ■ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

事業を取りまく
社会環境の状況

世界各地では紛争が絶えず多くの人が犠牲となっている。

これまでの見直し
や改善等の経過

・各地で発生した猛暑による事故を考慮し、平成３０年度、令和元年度の平和の鐘撞きの式典をとりやめた。
・戦争体験者が少なくなる中、戦争の記憶を引き継いでいくため、戦争体験者の講演会を開催することとした。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 世界の恒久平和は、市民共有の願いであるため。

Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 成果指標の実績値は前年度を上回っており、平和事業としての有効性は保たれている。

Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 少ないコストで事業を遂行しているため。

Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 市民に対し継続的に平和啓発活動を推進し、平和意識の啓発に寄与している。

Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

方 向 性
具体的なイベント内容は随時見直しを行いながら、今後も平和啓発活動を継続して行うことにより、恒久平和を願い、
平和意識の高揚を図る。

部 局 長
コメント

継続して事業を行い次世代につなげることに意義があるため、今後も引き続き平和啓発に努める。

区　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目　標
達成率

指標１ 80.00 75.38 105.00

指標２ - - -

成　果
増減率

指標１ - +22.50 +71.42

指標２ -

活動単位
コ ス ト

指標１ 319 454 455

指標２ - - -

成果単位
コ ス ト

指標１ 2 1 1

指標２ - - -

コスト増減率 - -22.70 -41.53


